
＊普通徴収と する 場合は、 普通徴収切替理由書の提出が必要です。

令和８ 年度（ 令和７ 年分）給与支払報告書（ 総括表）
2 月 2 日までに提出してく ださ い。

≪給与支払報告書（ 総括表） を 提出する 際の留意点≫

①追加報告のと きは「 追加」、 訂正の場合は「 訂正」 と それぞれ○で囲んでく ださ い。

②「 給与の支払期間」 欄には、「 報告人員」 に給与を 支払っ た期間を 記載し てく ださ い。

③「 個人番号又は法人番号」 欄には、 給与支払者の個人番号（ 行政手続における 特定の個人を 識別する ため

の番号の利用等に関する 法律第 2 条第 5 項に規定する 個人番号を いう 。 以下同じ 。） 又は法人番号（ 同条第

16 項に規定する 法人番号をいう 。） を 記載し てく ださ い。 なお、 個人番号を 記載する 場合は、 左側を １ 文字

空けて記載し てく ださ い。

④「 連絡者の氏名、 所属及び電話番号」 欄には、報告書について応答する 者の氏名、所属及びその電話番号を

記載し てく ださ い。

⑤「 受給者総人員」 欄には、 1 月 1 日現在において給与の支払を する 事務所、 事業所等から 給与等の支払を 受

けている 者の総人員を 記載し てく ださ い。

⑥「 報告人員」 欄には、 提出先の市区町村に対し て 「 給与支払報告書（ 個人別明細書）」 を 提出する 人員（ 退

職者人員を含む。） を延べ人数で記載し てく ださ い。

⑦「 給与の支払方法及びその期日」 欄には、 月給、 週給等及び毎月 20 日、 毎週月曜日等と 記載し てく ださ い。
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※所在地・ 名称・ 書類の送付先に変更等があっ た場合は「 特別徴収義務者の所在地・ 名称変更届出書」

を提出し てく ださ い。 届出書は君津市ホームページに掲載し ています。

君 津 市 長 殿

特別徴収義務者指定番号

給 与 の
支 払 期 間

個 人 番 号
又は法人番号

フ リ ガ ナ
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代 表 者
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関 与 税 理 士
等 の 氏 名
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年　 　 　月分から 　 　月分まで

〒

氏名

（ 電話　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 ）

事 業 種 目

受給者総人員

報

告

人

員

特別徴収

普通徴収
（ 退職者）

普通徴収
（ 退職者を 除く ）

合 計

所轄税務署名

給 与 の
支 払 方 法
及びその期日

納 入 書
の 送 付

人

人

人

人

人

税務署

必要・ 不要

連絡 者の 氏

名、 所 属 及

び電 話番号

　 　 　 　 　 　  係　 　 　 　  氏名

（ 電話　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 ）

≪普通徴収切替理由書を 提出する際の留意点≫

①総括表に記載し た普通徴収対象者数と 普通徴収切替理由書の合計人数が一致し ている こ と を 必ず確認し て

く ださ い。

②こ の普通徴収切替理由書は、 仕切書と し て普通徴収対象者の給与支払報告書（ 個人別明細書） の上につけて

提出し てく ださ い。  （ 全員を特別徴収と する 場合は提出不要です。）

　 ※提出時の綴り 方については下図をご参照く ださ い。

③普通徴収と する 場合は、 給与支払報告書（ 個人別明細書） の摘要欄に該当する 符号（ 普 A、 普 B など） を 記

入し てく ださ い。 こ の普通徴収切替理由書の提出がない場合、 原則どおり 、 特別徴収対象者と なり ます。

　（ eLTAX 等の電子媒体を ご利用の場合は、 こ の普通徴収切替理由書の提出は必要あり ませんが、 該当する方

の普通徴収欄にチェ ッ ク を入れたう え、 摘要欄に該当する符号を 必ず入力し てく ださ い。）

④普Ａ ～普Ｆ 以外の理由による普通徴収は認めら れません。

⑤普Ａ 欄の人数は、 他市町村に在住する 従業員も 含めた総従業員数から 普通徴収該当者を除いた人数が２ 名以

下の場合、 そのう ち本市に在住の方の人数を 記入し てく ださ い。

⑥上記と 同一の項目が記入さ れていれば、 任意の様式での提出でも 構いません。

⑦普Ｆ 欄の休職者と は、 給与の支払いを 受けていない場合に限り ます。

普 通 徴 収 切 替 理 由 書

市区町村名

事 業 者 名

特別徴収義務者
指 定 番 号君 津 市

符 号 普通徴収切替理由 人 数

普Ａ

普Ｂ

普Ｃ

普Ｄ

普Ｅ

総従業員数が2名以下
( 下記「普Ｂ 」から 「普Ｆ 」に該当する 全ての( 他市区町村分を含む) 従業員数を差し 引いた人数）

他の事業所で特別徴収さ れている 。

給与が少なく 税額が引けない（ 年間の給与支給額が９ ３ 万円以下）

給与の支払が不定期（ 例： 給与の支払が毎月でない）

事業専従者

退職者又は退職予定者（ ５ 月末日ま で） 及び休職者（ 育児休業中を含む）普Ｆ

合 計

人

人

人

人

人

人

人

総括表（ １ 枚）

普通徴収切替理由書（ １ 枚）

個人別明細書（ 普通徴収分）
（ １ 人につき １ 枚）

個人別明細書（ 特別徴収分）
（ １ 人につき １ 枚）

＜提出時の綴り 方＞ ＜給与支払報告書（ 個人別明細書）摘要欄記入例＞

(源泉)控除対象配偶者

の有無等

特 親

特定親族特別控除の額 社会保険料等の金額 生命保険料の控除額 地震保険料の控除額 住宅借入金等特別

控除対象扶養親族等の数

⑧

360000 40000

96,000

該当する符号を必ず記入してください。
普Ｆ

君津市久保２丁目〇〇　株式会社△△　令和７年３月３１日退職
支払金額 1,086,000円　社会保険 155,538円　源泉徴収税額 15,470円

　　　　　　　103万円以下


